
市町村名 自治体コード Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業

始期

事業
終期

総事業費（千円）

神栖市 08232 1

電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金

【低所得者世帯給付金】

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰によって，

家計へ大きな負担がかかっている低所得世帯(住民税非課税世帯)に対

して1世帯あたり3万円を給付する

②低所得世帯(住民税非課税世帯)へ1世帯あたり3万円を支給する事業

③7,317世帯×30,000円＝219,510,000円

④世帯全員の令和５年度住民税均等割が非課税である世帯

R5.6 R5.12 219510

神栖市 08232 2

電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金

（事務費）

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰によって，

家計へ大きな負担がかかっている低所得世帯(住民税非課税世帯)を支

援するにあたっての事務経費

②低所得世帯(住民税非課税世帯)へ1世帯あたり3万円を支給する事業

に係る事務経費

③事務費　14,614,000円

　　　低所得世帯支援に従事することにより発生する時間外勤務手当

　　　2,500,000円，需用費　412,500円，

　　　役務費　5,042,800円，使用料及び賃借料　1,210,000円，

　　　工事費　110,000円，委託料　5,338,700円　

　

④世帯全員の令和５年度住民税均等割が非課税である世帯

R5.6 R5.12 14614

神栖市 08232 8
中小企業事業資金利子補

給費補助金

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する事業者への利子

補給補助による支援

②自治振興金融の融資実行者への利子補給費

③市内事業者前年度1件あたりの補給実績に、年間想定件数を乗じた

もの（令和5年度執行見込み　168件　2,786千円）

④市内事業者

R5.4 R6.3 2786
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神栖市 08232 9 貨物運送事業者支援金

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等が事業活動に多大な影響を

及ぼしている貨物運送事業者への支援

②１事業者あたり上限５０万円(事業者割と台数割の合計)

　事業者割　２万円または５万円

　台数割　1台あたり1万円または２万円

③事業者割　一般・特定貨物運送事業者

　　　　　　　　　@5万円×190事業者=950万円

　　　　　　　　　貨物軽自動車運送事業のみ

　　　　　　　　　@2万円×79事業者=158万円

　 台数割　一般貨物自動車@2万円×2300台=4600万円

　　　　　　　軽貨物自動車@1万円×107台=107万円

　　　　　　　（二輪車、被牽引車を除く）

　　合計　269事業者　58,150千円　

④市内に事業所を有する法人又は個人事業主

R5.7 R5.9 58150
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神栖市 08232 10
水産業経営持続緊急支援

事業費補助金

①製造経費に占める電気料金の割合が高いことから，コロナ禍におけ

るエネルギー価格の高騰と，過去に例がないほどのサバの不漁が重

なった結果，利益の確保が困難となり事業活動に多大な影響を及ぼし

ている水産業への支援。

②令和4年度と令和3年度における電気料金の差額

③34事業者、補助対象経費の10分の1以内（上限100万円）

・2018漁業センサスにおいて、冷凍・冷蔵施設を保有し、水産物を

低温保管した事業所または水産物の凍結作業を行った市内事業所

（32）、水産協同組合（2）

合計34事業所。

・茨城県において令和5年2月に実施した水産加工業緊急支援対策事業

費補助金の市内水産加工業の申請状況及び水産業協同組合の電気使用

量及び電気料金を基に試算。

100万円：12件：1,200万円  　 50万円：3件：150万円

  90万円：  2件：  180万円 　 30万円 ：1件：  30万円

  70万円： 12件：  840万円 　 20万円：1件：  20万円 

 

  60万円：   1件：   60万円 　  10万円：2件：  20万円　

合計34件、2,500万円

④水産業協同組合、水産加工業協同組合の組合員、水産加工業者

R5.4 R6.3 25000
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神栖市 08232 11
学校給食費保護者負担金

免除【重点分】

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する保護者の経済的

負担を軽減するため，市内の小・中学校に在籍する児童・生徒の学校

給食費を無償化する。

②小中学校の給食費保護者負担金の無償化に係る費用

③学校給食費保護者負担金214,464千円（うち新型コロナウイルス対

応地方創生臨時交付金分109,449千円）

2,260円×小学生 4,798人×11か月

2,460円×中学生 2,460人×11か月

光熱費価格高騰分　28,618千円

(うち重点分61,586千円，通常分2,676千円）

④小・中学校に在籍する児童・生徒

R5.4 R6.3 109449

神栖市 08232 11
学校給食費保護者負担金

免除【通常分】

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する保護者の経済的

負担を軽減するため，市内の小・中学校に在籍する児童・生徒の学校

給食費を無償化する。

②小中学校の給食費保護者負担金の無償化に係る費用

③学校給食費保護者負担金214,464千円（うち新型コロナウイルス対

応地方創生臨時交付金分109,449千円）

2,260円×小学生 4,798人×11か月

2,460円×中学生 2,460人×11か月

光熱費価格高騰分　28,618千円

(うち重点分61,586千円，通常分2,676千円）

④小・中学校に在籍する児童・生徒

R5.4 R6.3 109449


